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要約 溶接や加工等によって生じる残留応力は高サイクル疲労や SCCなどの損傷の重要な影響因子
の一つであり，損傷評価には残留応力を的確に把握し反映する必要がある．残留応力の解析予測技
術や測定技術については，従来から多くの研究がなされているものの，残留応力が溶接条件や加工
プロセスに複雑に依存していることから，現状ではまだ十分な精度で評価できるまでに至っていな
い．本論文では，残留応力の予測・測定技術の高度化研究に供することを目的に実施したオーステ
ナイト系ステンレス鋼配管突合せ溶接継手の残留応力測定結果を報告する．測定は日本原子力研究
開発機構の残留応力測定用中性子回折装置を利用して行った．本測定の結果，溶接部から長手方向
に沿った残留応力の低減傾向や軸方向応力による配管板厚の曲げ状態など，この種の継手に見られ
る特徴的な分布傾向のデータが得られた．測定結果と有限要素法による解析結果と比較すると応力
の分布傾向は一致したが，定量的には測定結果の方が解析結果よりも引張応力側にシフトしたよう
な差異があった．さらに，X線回折法やひずみゲージ法による測定結果とも比較し，測定方法の違
いによる結果の差異を明らかにした．

キーワード オーステナイト系ステンレス鋼配管，突合せ溶接継手，残留応力分布，中性子回折法，X線回折

法，ひずみゲージ法，有限要素法

Abstract Residual stress is inevitable consequence of welding or manufacturing process,
which might greatly affect propagation of high-cycle fatigue or SCC crack. In order to evaluate
damages due to the crack, it is required to estimate residual stress and to reflect them to the
evaluation process as well. The magnitude and distribution of residual stress greatly depend on the
individual process of welding or manufacturing, while the accuracy of prediction or measurement is
still insufficient. This paper reports the result of residual stress measurement of butt-welded pipe
made of austenitic stainless steel. It also intended to improve prediction and measurement
techniques concerning to residual stress. The measurement was conducted by neutron diffraction
technique employing the diffractometer for residual stress analysis developed by Japan Atomic
Energy Agency. The measured results showed typical characteristics of butt-welded pipe both in
decline of stress along axial direction and in radial distribution of bending due to axial stress. The
measured result agreed qualitatively with the result predicted by the finite element analysis. A
quantitative comparison between measured result and analysis showed a shift of the measured
stress toward higher tensile. The measured result was also compared with the results by X-ray
diffraction and strain-gauge methods to grasp the distinctive results of the methods.

Keywords Austenitic stainless steel pipe, Butt-welded joint, Residual stress distribution, Neutron

diffraction technique, X-ray diffraction technique, Strain gauge method, Finite element method

1. 緒言

原子力発電プラントの溶接配管や強加工曲がり配

管に生じた残留応力は，高サイクル疲労や応力腐食

割れ（SCC）といった損傷の重要な影響因子の一つ

であり，それらの損傷評価には残留応力の影響を適
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切に考慮する必要がある．そのため，例えばき裂進

展に関しては，残留応力場におけるき裂進展といっ

た研究(1)〜(4)も多数行われている．

損傷評価では先ず残留応力を設定する必要がある

が，現状ではその予測や測定精度が必ずしも十分で

はないために，残留応力を過度に安全側に設定する

場合がある．保守性を保持しつつ，実際に近い評価

を行うためには残留応力についても実際に即した条

件設定が必要である．

著者ら(5)〜(9)は残留応力の予測および測定（残留

応力の評価）技術の精度・信頼性向上の検討に資す

ることを目的として，発電プラント等で使用されて

いるオーステナイト系ステンレス鋼配管の溶接継手

や曲がり部の残留応力測定を行っている．

残留応力測定に関しては，非破壊測定技術の代表

的なものとしてX線回折法があり，日本材料学会で

測定方法の標準化が図られ，また，溶接残留応力の

測定に関してベンチマーク研究が行われている．

X 線回折法では表面極近傍（数十 μm）の残留応

力が測定(10)(11)できる．

シンクロトロン放射光による測定法は表面から数

百 μm 深さまでの測定が可能で，ピーニングなどの

表面処理の効果の確認などに多く適用(12)〜(14)されて

いる．

中性子回折法は中性子ビームの優れた透過性によ

り数mmから数十mmの深さまで測定できることが

特長である．近年，構造内部の残留応力測定ニーズ

の増加，測定装置の高度化，測定法標準化検討の進

捗等が相まって広範な分野で測定(15)〜(22)が行われる

ようになってきている．

これらの測定法はそれぞれで精度向上等の研究が

進められているが，各測定法の特長を生かし相補的

に適用することによってさらに精度や信頼性を高め

ようという考え(23)も提唱されている．

解析予測法に関しては，従来は簡易法による研究
(22)が多かったが，近年は有限要素法（FEM）によ

る詳細解析をベースとして計算の高速化や複雑構造

への適用に関する研究が多い．現状でも市販の汎用

構造解析コード（あるいは溶接に特化した専用解析

コード）を適用して残留応力の解析は可能であるが，

多層多パス溶接や異材溶接，複雑形状部の溶接など

については解の検証がまだ十分ではなく，モック

アップ測定データとの比較等による検証(24)〜(29)が行

われている．

本報では，原子力発電所において SCC損傷が多数

報告されているオーステナイト系ステンレス鋼配管

突合せ溶接継手を対象に実施した中性子回折法によ

る残留応力測定結果を報告し，合わせて FEM 解析

結果並びにX線回折法およびひずみゲージ法による

測定結果との比較について報告する．

2. 実験方法

本研究では中性子回折法およびX線回折法，ひず

みゲージ法による残留応力測定を行った．ここでは，

中性子回折法の測定原理と測定条件を示す．X線回

折法とひずみゲージ法による測定条件は後述の測定

結果と共に示す．

2.1 中性子回折法による残留応力測定法

試料に中性子ビームが入射すると結晶格子によっ

て中性子ビームが回折され，その場合 Bragg の回折

条件に従って，式（1）が成り立つ．

λ＝ 2d sinθ (1)

ここで，λ：中性子の波長

d：格子面間隔

θ：回折角度

無ひずみ状態の格子面間隔 d0が，負荷応力または

残留応力によって dに変化すると回折角度が変化す

る．式(1)を波長一定として微分して書き換えると式

(2)が得られ，格子面間隔の変化 Δd（＝d−d0），ま

たは回折角度の変化 Δθ（＝θ−θ0）を測定すること

によってひずみεが求められる．

ε＝(d−d0)/d0＝−cotθ0・Δθ (2)

回折角度のピーク位置は回折プロファィルをガウ

ス分布に近似しその中心から決定した．

このとき，無ひずみ状態の格子面間隔 d0，または

回折角度 θ0が必要である．今回の測定では，d0は供

試体および供試体と同一条件で製作したダミー試験

体から，残留ひずみが十分に解放されるサイズの微

小片を切り出して無ひずみ状態の基準用試験片µd

ゼロクーポン¸を作製し，それを測定することによ

り求めた．

中性子回折法では中性子の侵入深さが深いために

3 軸状態での測定となる．図 1 に示すような中性子
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ビームの入射方向を変えて周方向，径方向，軸方向

の 3 方向のひずみ成分を測定し，フック則に従って

残留応力を決定した．

残留応力の決定に必要な回折弾性定数およびポア

ソン比は文献値を参考に設定した．

測定には日本原子力研究開発機構の研究用原子炉

JRR-3 のガイドホールに設置されている残留応力測

定用中性子回折装置（RESA）を用いた．

2.2 供試体

供試体はオーステナイト系ステンレス鋼

SUS316TP の突合せ周溶接継手である．外径は

165.2mm，内径は 128.8mm で，板厚は 18.2mm で

ある．

供試体の製作寸法，溶接開先を図 2 に示す．初層

溶接は自動ガスタングステンアーク（GTA）溶接

（下向き姿勢），2 層目以降は被覆アーク溶接（下向

き姿勢）とした．

溶接電流は 105〜150A，溶接電圧は 10〜27V，溶

接パス数は 5，溶接層数は 5である．全長 400mmの

配管継手を製作し溶接部を中心に両端を各々 150mm

切断し，最終的に長さ 100mm の配管突合せ溶接継

手を供試体とした．図 3に供試体の形状寸法を示す．

2.3 dゼロクーポン

前述したように，中性子回折による残留応力測定

では無ひずみ状態での格子面間隔 d0を測定する必要

がある．d0は供試体と同一条件で製作したダミー供

試体または測定に供した供試体から d ゼロクーポン

を作製して測定した．

表 1 に d ゼロクーポンの採取位置および作製方法

を示す．d ゼロクーポンは母材および熱影響部
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図 1 中性回折法による 3軸ひずみ成分の測定法

(c）軸方向ひずみ（εz)

(a）周方向ひずみ（εθ)

(b）径方向ひずみ（εr)

(a）溶接継手配管の外観

図 2 供試体の製作方法
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(b）開先形状・寸法

図 3 供試体の構造寸法，外観写真



（HAZ）の 2 箇所から放電加工により残留応力が十

分に解放されると考えられる 2 × 2 × 2mm3の小片

をそれぞれ 8 個切り出し，それらを切り出した位置

および方向を揃えて接着剤にて 4 × 4 × 4mm3の立

方体に組み立てて作製した．さらに，供試体の測定

領域から 3 × 3 × 3mm3の小片を 192 個切り出し，

切り出した位置および切り出し方向を揃えて元の形

状に組み立てることにより作製した．前者 2 つの d

ゼロクーポンは，一般的なクーポン作製方法に従っ

たものである．後者のクーポンは測定と同じ位置の

d0値の分布を HAZ から母材に亘り詳細にかつ連続

的に評価することを目的として新しく考案したクー

ポン作製方法である．

2.4 測定条件および測定箇所

中性子応力測定標準(16)をもとに，測定装置・冶具

アライメントの条件を考慮して測定条件を設定した．

3 軸方向のそれぞれの測定条件を表 2 に，測定箇

所を図 4に示す．測定は，周方向の溶接始終点（0°）

の断面を対象に，外表面溶接止端部から長手方向 8

箇所，板厚方向 4 箇所について実施した．図 5 に残

留応力の測定状況を示す．

3. 実験結果

3.1 d0値の測定結果

d ゼロクーポンの測定の結果，111 格子面（周方

向測定），311 格子面（径方向および軸方向測定）と

も，母材および HAZ，測定箇所から作製した d ゼ

ロクーポンの d0値の差は小さかった．また，クーポ

ンの異なる位置での d0値に変動は見られず，ほとん
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図 4 供試体の測定箇所
（周方向溶接始終点（0°位置）の断面）

図 5 RESA装置による残留応力測定の状況

表 1 d ゼロクーポンの作製方法

クーポン作製方法

放電加工により，3
× 3 × 3mm3の小片
を 192 個切り出す．

↓
元の方向に揃えて，
57 × 18 × 3.2mm3

の直方体に接着剤で
組立てる．

作製したクーポン

溶接部を含む測定箇所全体

測定
箇所

溶接部から離れた位置の板
厚中央部

HAZの板厚中央部

母材

HAZ

放電加工により，2
× 2 × 2mm3の小片
を 8個切り出す．

↓
元の方向に揃えて，
4 × 4 × 4mm3 の立
方体に接着剤で組立
てる．

作製したクーポン

採取位置

表 2 供試体の測定条件

1.8Å

波長 ゲージ体積

311軸方向ひずみ

111

311

周方向ひずみ

径方向ひずみ 3× 3× 3 mm3

回折面



ど一定値であった．そこで，供試体の残留ひずみ算

定用の d0値として，測定箇所から作製した d ゼロ

クーポンの全 d0値の平均値を採用した．表 3 に採用

した d0値を示す．

3.2 供試体の測定結果

（1）残留ひずみ

供試体の残留ひずみ測定結果を図 6 に示す．図 6

（a）および（c）の周方向ひずみおよび軸方向ひずみ

は，溶接部から配管軸方向に沿って滑らかに減少し

ている．また，軸方向ひずみは図 7 に示すように，

配管内面側が引張で外面側が圧縮の配管板厚方向に

曲げ状態であることがわかる．このような残留ひず

み分布は突合せ溶接配管継手に一般的に見られる傾

向であり，今回の測定結果も定性的には妥当な結果

と判断される．

径方向ひずみ（図 6（b））は，周方向および軸方

向ひずみに比較して値が小さいという点では一般的

な傾向と一致したが，周方向および軸方向ひずみと

の大きさの相対比の観点からは，やや値が大きいと

推察される．

なお，図 6 から分かるように，溶接部を挟んで左

右両側ではほほ同じ値であり，左右で有意な差は無

いことが確認された．（図 6および図 8では便宜的に

溶接部左側の測定位置を（−）座標値で表示した．

図 4参照）

（2）残留応力

残留ひずみと回折弾性定数 Eおよびポアソン比ν

を用い，フック則を適用して残留応力を算定した．

E，νは SUS316 の弾性スティフネスを用いてKrön-

er モデルにより求めた値(30)である．
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表 3 無ひずみ状態の d0の測定結果

格子面間距離 d0（Å）

1.0842311軸方向

111

311

周方向

径方向

2.0762

1.0842

格子面成分

ε θ

(a）周方向ひずみ εθ

ε r

(b）径方向ひずみ εr

ε z

図 7 軸方向ひずみの板厚方向分布
図 6 供試体の残留ひずみ測定結果

（外表面溶接止端から長手方向（管軸方向）分布）

ε z

(c）軸方向ひずみ εz



使用した E，νを表 4 に示す．また，周方向の残

留ひずみは回折面（111）にて測定した値であること

から，ポアソン比の影響は小さいと仮定して文献 31

及び 32 により回折面（311）の等価な値に補正して

残留応力を算出した．

周方向および径方向，軸方向応力の配管軸方向の

残留応力分布を図 8 に示す．図 9 に配管板厚方向の

軸方向残留応力分布を示す．文献 19 の炭素鋼配管突

合せ溶接継手の残留応力分布と比較すると，各方向

の残留応力分布は類似の傾向が見られた．ただし，

周方向応力や径方向応力と相対的な応力の大きさを

比較すると，本研究の軸方向応力が引張り側に大き

い分布傾向であった．

各方向の残留応力分布は，残留ひずみと同様に溶

接部を挟んで左右両側ではほぼ同じ値であり，左右

で有意な差はなかった．したがって，以降は溶接部

右側の測定値について考察を行う．

図 8と図 9より SCCの損傷に対して大きな影響を

及ぼす引張残留応力の主要なものは，

・内面の溶接近傍の周方向応力 σθ≒ 230MPa

・内面の溶接近傍の軸方向応力 σz≒ 280MPa

であった．

これらは当該材料の室温での降伏値 σyと同等か，

あるいは若干超える値であった．

この降伏応力と同程度の引張残留応力は溶接中心

から 20mm内の熱影響部（HAZ）に分布しており，

周方向応力は溶接中心から離れるに従い急速に低下

するが，軸方向応力の低下は穏やかである．図 9 に

示すように軸方向残留応力は配管内面側に引張応力

のピーク値がある分布をしている．SCC が配管内面

で発生することを考慮すると，以上の結果は 5 層 5

パス突合せ溶接配管の場合，軸方向残留応力が SCC
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σ θ

（a）周方向残留応力 σθ

σ r

（b）径方向残留応力 σr

σ z

図 9 軸方向残留応力の板厚方向分布
図 8 供試体の残留応力測定結果

（外表面溶接止端から長手方向（管軸方向）分布）

σ z

（c）軸方向残留応力 σz

表 4 残留応力算定に使用した E，ν

0.31

0.31

回折弾性定数
E（GPa）

0.25

ポアソン比
ν

182.5311軸方向

111

311

周方向

径方向

237.0

182.5

回折面



へより広範囲に影響を与えることを示している．

4. 考察

4.1 残留応力解析結果との比較

(1) FEM解析

突合せ溶接配管の溶接プロセスおよび溶接後の配

管両端の切断プロセスに従った 3 次元 FEM 解析を

行った．

解析は汎用構造解析コードABAQUSを使用した．

解析モデルを図 10 に示す．供試体の溶接断面形状

をモデルに反映し，5 層 5 パスの溶接シミュレー

ションを行った．図 12(a)の温度分布解析結果に示

すように，移動熱源モデルにて熱伝導解析を行った．

溶接プロセスでの熱伝導解析は，溶接時に熱電対に

て測定した溶接近傍の温度測定値を考慮しながら実

施した．その結果，計測値と解析値の誤差は 500℃

以下の状態で約± 20℃以下，500℃以上の状態で約

± 50℃以下であり，解析結果への影響はほとんど無

視できると程度であった．

弾塑性解析での応力-ひずみ特性は，供試体と同一

溶接条件で製作した突合せ溶接板材から，母材，溶

接金属について試験片を切り出し，引張試験を行っ

て求めた．図 11 に解析に使用した応力-ひずみ曲線

を示す．配管両端の切断も解析条件へ反映した．

解析結果の代表として，図 12(b)に軸方向の残留

応力分布を示す．同図から，軸方向応力は管内面側

が引張，外面側が圧縮の曲げ状態であることが分か

る．

(2) 測定結果と解析結果の比較

図 13 に周方向と軸方向の応力測定結果と解析結果

を比較して示す．同図から，両結果の分布傾向は定

性的に一致したが，定量的には差異があった．差異

は全体的に測定結果の方が解析結果よりも引張応力

側の方へシフトしたような傾向であった．

差異の原因を特定するために，残留ひずみについ

て測定結果と解析結果との比較を行った．なお，ひ

ずみ解析値は ABAQUS により計算された応力値を

フック則を用いて，測定回折面に対応したひずみ値

を算出して求めた．図 14(a)，(b)，(c)のそれぞれ

に周方向，径方向ひずみおよび軸方向ひずみの測定

値を解析値と比較して示す．周方向ひずみの測定値

が解析値に対して引張ひずみ側へシフトした傾向を

示した一方，径方向ひずみと軸方向ひずみの測定値

は解析値とほぼ一致した．このことから周方向ひず

みの測定値と解析値との差が応力測定値の精度に影

響を与えていることがわかった．この周方向ひずみ

の測定値と解析値の差の原因を明らかにすれば，配

管溶接継手に対して精度の良い残留応力測定ができ

ると考えられる．今後この要因分析と検証実験を進

める予定である．

解析については，残留応力の大きさは材料特性，

特に降伏応力 σyの影響が大きいことが知られてい

る．今回は，単調な引張試験データを用いたが，

オーステナイト系ステンレス鋼は繰り返し荷重に

よって硬化する特性があり，溶接パスの繰り返しに

対してそのような硬化特性を考慮することも，精度

向上に必要な検討の一つと考えられる．
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図 10 FEM解析モデル

εp

σ

図 11 解析に使用した応力-ひずみ曲線
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σ θ

(a）周方向残留応力 σθ

　 r

(b）径方向残留応力 σr

ε θ

(a）周方向残留ひずみ εθ

r

(b）径方向残留ひずみ εr

図 13 中性子回折法による残留応力測定結果と解析結
果の比較

σ z

（c）軸方向残留応力 σz

(a）溶接中の温度分布

図 12 FEM解析結果

(MPa) 

(b）軸方向残留応力 σzの分布

図 14 中性子回折法による残留ひずみ測定結果と解析
結果の比較

zε

（c）軸方向残留ひずみ εz



4.2 X線回折法による測定結果との比較

(1) X 線回折法による残留応力測定

X線応力測定法標準(10)に準じて溶接近傍外表面の

残留応力を測定した．表 5に使用したX線回折装置

の仕様を示す．

(2) X 線回折法による測定結果との比較

図 15 に中性子回折法と X 線回折法による測定結

果の比較を示す．中性子回折法の測定値は外表面か

ら深さ 4mmと 8mmの測定値から外挿した．X線回

折法の測定値はばらつきが大きく，測定結果からは

突合せ溶接継手に見られる一般的な傾向が明確には

見られなかった．X線回折法に関して，特にオース

テナイト系ステンレス鋼では表面状態や集合組織の

形成等の条件によって誤差が大きくなる場合がある

こと(33)，使用する特性 X 線の最適化といった課題
(34)がある．さらに，金属結晶粒径が大きくて X 線

回折に寄与する結晶数が少なくなる場合は，回折法

が前提とする結晶方位のランダム性が著しく阻害さ

れる．X線回折法の測定結果についてはそうした観

点からの吟味が必要と考えられる．

4.3 ひずみゲージ法による測定結果との

比較

(1) ひずみゲージ法による残留応力測定

上記に加え，ひずみゲージ法により外表面の残留

応力を測定した．分割したときの小片の最終寸法は，

10mm× 10mm× 4mmを目安とした．残留応力は，

小片に細断した時の周方向ひずみ変化 Δεxおよび軸

方向ひずみ変化 Δεyから，式(3)により周方向応力 σθ

と軸方向応力 σzを求めた．

σ=
E

1−ν Δε+νΔε

σ=
E

1−ν Δε+νΔε  (3)

（2）ひずみゲージ法による測定結果との比較

図 15 に，ひずみゲージ法による測定値を中性子回

折法およびX線回折法による測定値と合わせて示し

ている．

ひずみゲージ法による測定値と中性子回折法によ

る測定値の応力分布傾向は良く似ている．ただし，

周方向応力については，4.1 節で考察したように，

中性子回折法の値は引張応力側にシフトしたような

傾向であった．
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表 5 X線回折装置の主な仕様

管電圧，管電流

入射角度

X線照射面積

応力定数

回折面

ピーク位置算出法

揺動

スペクトリス（株）製
XʼPert PRO MPD

表面処理

40kV, 40mA

0°〜45°で，4点以上

2mm× 3mm

-366 MPa/deg

γ-Fe（311）

Pearson Ⅶ近似

なし

電解研磨 0.8mm

測定方法（X線入射方法）

特性X線

並傾法（ψ一定法）

Cr − Kβ

装置

σ θ

図 15 中性子回折法と X線回折法，ひずみゲージ法に
よる測定データの比較

σ z
　

(b） 軸方向残留応力 σz

(a）周方向残留応力 σθ



5. 結論

高サイクル疲労や SCCなどの損傷の重要な影響因

子である残留応力に関して，解析予測や測定技術の

精度・信頼性向上の検討に資することを目的に，中

性子回折法を用いてオーステナイト系ステンレス鋼

配管突合せ溶接継手の残留応力測定データを取得し

た．

中性子回折法による測定データは FEM 解析結果

ならびにX線回折法およびひずみゲージ法による測

定結果と比較し，残留応力分布の傾向や差異につい

て検討した．

本研究結果をまとめると以下の通りである．

(1)中性子回折法により，溶接部近傍の長手方向，板

厚方向について周方向，径方向，軸方向の 3成分の

残留応力測定データを取得し，その応力分布傾向を

明らかにした．

測定データは，炭素鋼配管突合せ溶接継手と類似

の残留応力分布傾向であった．さらに，配管内面側

熱影響部に降伏応力と同程度の大きさの引張残留応

力が周方向や軸方向に生じており，しかも軸方向応

力は引張応力のピーク値が内面側に偏った分布をし

ていることがわかった．

(2)FEM 解析結果と中性子回折法による測定結果と

を比較すると定性的な分布傾向は一致したが，定量

的には中性子回折法による測定データの方が全体的

に引張応力側へシフトしたような傾向であった．

定量的な差異の原因は，周方向ひずみの測定値と

解析値との差であり，この差異の原因を明確にすれ

ば良いことがわかった．

解析に関しては溶接パスの繰り返しに伴う材料の

繰返し硬化など材料特性の影響が大きい可能性が考

えられた．

上述のように，残留応力評価精度向上の方向性に

ついて検討した．

(3)X 線回折法による測定結果は，中性子回折法の

測定結果と比べると応力分布の傾向は明確ではな

かった．表面状態や集合組織などの誤差要因につい

ての検討が必要と考えられる．

一方，ひずみゲージ法による測定結果は，中性子

回折法による測定値とほぼ良い一致を得た．

(4)中性子回折法および X 線回折法，ひずみゲージ

法といった各測定法による結果や解析による予測で

はそれぞれ長短があり，また，データに測定方法特

有の分布を持つことがわかった．残留応力評価には

各手法を相補的に活用するとともに，それらのデー

タを総合的に評価して SCC 損傷評価へ適用するこ

とが，現状では合理的と考えられる．

(5)上記(2)の課題に関して，測定については要因分

析と検証実験，解析については材料特性をパラメー

タとした感度解析等の検討を実施し，それらの結果

を合わせて更に検討を進める予定である．
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